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（物品切手等により課税仕入れを行った場合における課税仕入れに係る支払対価の額） 

【答】  

適格請求書等保存方式以前の取扱いにおいて、物品切手等による引換給付として課税仕入れ

を行った場合の課税仕入れに係る支払対価の額は、事業者がその物品切手等の取得に要した金

額とされていました。 

他方、適格請求書等保存方式においては、仕入税額控除の適用を受けるためには、原則とし

て、適格請求書等の保存が必要となりますので、物品切手等の取得（購入）に要した金額の如

何にかかわらず、当該適格請求書等に記載された金額を基礎として仕入税額控除の適用を受け

ることとなります。 

なお、物品切手等に適格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます。）が記載されている

ものが、引換給付を受ける際に適格請求書発行事業者により回収される場合、当該物品切手等

により役務又は物品の引換給付を受ける買手は、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入

税額控除の適用を受けることができますが（新消令49①一ロ）、このような物品切手等には、適

格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます。）が記載されていることから、当該物品切手

により引換給付を受ける課税仕入れについては、当該物品切手等に記載された金額を基礎とし

て仕入税額控除の適用を受けることとなります。 

  （参考） 仕入税額の計算方法については、問126《仕入税額の計算方法》をご参照ください。 

 

（提供を受けた適格請求書に係る電磁的記録の保存方法） 

【答】  

相手方から適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録による提供を受けた場

合、仕入税額控除の適用を受けるためには、その電磁的記録を保存する必要があります（消法

30⑦⑨二）。 

提供を受けた電磁的記録をそのまま保存しようとするときには、以下の措置を講じる必要が

あります（消令50①、消規15の５）。 

① 次のイからニのいずれかの措置を行うこと 

イ タイムスタンプが付された適格請求書に係る電磁的記録を受領すること（受領した者が

タイムスタンプを付す必要はありません。）（電帳規４①一） 

ロ 次に掲げる方法のいずれかにより、タイムスタンプを付すとともに、その電磁的記録の

保存を行う者又はその者を直接監督する者に関する情報を確認することができるようにし

問 101 当社は、購入した物品切手等により引換給付を受けた場合、当該物品切手等の購入金額

を課税仕入れに係る支払対価の額としていました。 

適格請求書等保存方式においては、物品切手等により引換給付を受ける場合であっても、

原則として、適格請求書等の保存が必要とのことですが、物品切手等の購入金額を基礎とし

て仕入税額控除の適用を受けることになりますか。【令和４年 11 月追加】【令和５年 10 月改

訂】 

問 102 当社は、取引先から、適格請求書の交付に代えて、適格請求書に係る電磁的記録の提供

を受けています。仕入税額控除の要件を満たすためには、電磁的記録をどのような方法で保

存すればよいですか。【令和５年 10 月改訂】 


